
保発０９３０第２号

平成２１年９月３０日

地方厚生（支）局長 殿

厚生労働省保険局長

（公 印 省 略）

健康保険法施行規則等の一部を改正する省令の施行について

健康保険法施行規則等の一部を改正する省令（平成21年厚生労働省令第142号。以下「改

正省令」という。）が本日公布され、10月１日より施行することとされている。

この省令改正は、10月１日から実施を予定している出産育児一時金等の医療機関等への

直接支払制度（以下単に「直接支払制度」という。）の実施等に伴い、関係省令について

所要の措置を講じるものである。

改正の趣旨、具体的な内容は下記のとおりであるので、保険者の指導にあたっては十分

に留意の上、遺憾なきを期されたい。

記

第一 改正の趣旨

今般、緊急の少子化対策の一環として、被保険者等の経済的負担を軽減するために出

産育児一時金等の支給方法を見直し、直接支払制度を創設することとしたところである。

これに伴い、直接支払制度を利用したにもかかわらず、錯誤等の何らかの理由により、

同一又は他の保険者に対し従来の方法により出産育児一時金等の支給の申請を重複して

行うことが起こり得るようになり、また、以前より、健康保険法（大正11年法律第70号）

第106条等に関する出産育児一時金等の重複申請の可能性も指摘されているため、これ

らの事案を事前に防ぐ措置を講じる必要がある。

また、国民健康保険においては、保険料を滞納している被保険者についても出産育児

一時金の医療機関等への直接支払が確実に行われるようにするため、出産育児一時金に

ついては、その支払の一時差止を行わないこととする措置を講じる必要がある。

以上のことから、直接支払制度の運用開始等に伴い、本改正省令において健康保険法

施行規則（大正15年内務省令第36号）等について所要の規定の整備を行うものである。

第二 改正の具体的内容



１ 健康保険法施行規則の一部改正（改正省令第１条関係）

出産育児一時金等の重複申請を防ぐため、申請書の添付書類として、同一の出産に

ついて重複申請をしていないことを示す書類を追加すること。

なお、申請書に添付すべき「重複申請をしていないことを示す書類」としては、一

般的には、次の２種類の書類を合わせて添付することとする。

・「出産育児一時金等の医療機関等への直接支払制度の取扱いについて」（平成21年

５月29日保発第0529009号）別添「出産育児一時金等の医療機関等への直接支払

制度」実施要綱（以下単に「実施要綱」という。）第２の２の（１）に定める医

療機関等から交付される代理契約に関する文書（直接支払制度に係る医療機関と

の代理契約の締結の有無及び申請先となる保険者の名称を示すもの）

・実施要綱第２の２（２）②に定める医療機関等から交付される出産費用の領収・

明細書（上記の代理契約の締結の有無に基づいて、実際に出産費用の支払に関す

る手続きが行われたことを示すもの）

また、被保険者等又はその被扶養者が海外で出産した場合には、直接支払制度を利

用することは考えられないが、健康保険法第106条に関する出産育児一時金等の重複

申請の可能性を排除できないため、下記の事項を記載した文書を添付することとする。

・申請先の保険者以外で申請することが可能な保険者（以下「他の保険者」という。）

には申請していない旨

・他の保険者に申請していないことについて、申請先の保険者が当該保険者に確認

することに同意する旨

・他の保険者の連絡先

２ 船員保険法施行規則（昭和15年厚生省令第５号）の一部改正（改正省令第２条関係）

上記１の改正に準じた改正を行うこと。また、請求書の記載事項について、手続の

簡素化を図る観点から見直しを行うこと。

３ 国民健康保険法施行規則（昭和33年厚生省令第53号）の一部改正（改正省令第３条

関係）

国民健康保険法（昭和33年法律第192号）第63条の２第１項又は第２項に基づき保

険者が行う保険給付の全部又は一部の差止めについては、平成21年10月１日から平成

23年３月31日までの間の出産に係る出産育児一時金以外の保険給付について行うもの

とすること。



保発０９３０第４号

平成２１年９月３０日

全国健康保険協会理事長 殿

厚生労働省保険局長

健康保険法施行規則等の一部を改正する省令の施行について

健康保険法施行規則等の一部を改正する省令（平成21年厚生労働省令第142号。以下「改

正省令」という。）が本日公布され、10月１日より施行することとされている。

この省令改正は、10月１日から実施を予定している出産育児一時金等の医療機関等への

直接支払制度（以下単に「直接支払制度」という。）の実施等に伴い、関係省令について

所要の措置を講じるものである。

改正の趣旨、具体的な内容は下記のとおりであるので、その運用にあたっては十分に留

意の上、遺憾なきを期されたい。なお、今回の取扱いについて、被保険者等に対し、周知

方特段の御配慮を願いたい。

記

第一 改正の趣旨

今般、緊急の少子化対策の一環として、被保険者等の経済的負担を軽減するために出

産育児一時金等の支給方法を見直し、直接支払制度を創設することとしたところである。

これに伴い、直接支払制度を利用したにもかかわらず、錯誤等の何らかの理由により、

同一又は他の保険者に対し従来の方法により出産育児一時金等の支給の申請を重複して

行うことが起こり得るようになり、また、以前より、健康保険法（大正11年法律第70号）

第106条等に関する出産育児一時金等の重複申請の可能性も指摘されているため、これ

らの事案を事前に防ぐ措置を講じる必要がある。

また、国民健康保険においては、保険料を滞納している被保険者についても出産育児

一時金の医療機関等への直接支払が確実に行われるようにするため、出産育児一時金に

ついては、その支払の一時差止を行わないこととする措置を講じる必要がある。

以上のことから、直接支払制度の運用開始等に伴い、本改正省令において健康保険法

施行規則（大正15年内務省令第36号）等について所要の規定の整備を行うものである。



第二 改正の具体的内容

１ 健康保険法施行規則の一部改正（改正省令第１条関係）

出産育児一時金等の重複申請を防ぐため、申請書の添付書類として、同一の出産に

ついて重複申請をしていないことを示す書類を追加すること。

なお、申請書に添付すべき「重複申請をしていないことを示す書類」としては、一

般的には、次の２種類の書類を合わせて添付することとする。

・「出産育児一時金等の医療機関等への直接支払制度の取扱いについて」（平成21年

５月29日保発第0529009号）別添「出産育児一時金等の医療機関等への直接支払

制度」実施要綱（以下単に「実施要綱」という。）第２の２の（１）に定める医

療機関等から交付される代理契約に関する文書（直接支払制度に係る医療機関と

の代理契約の締結の有無及び申請先となる保険者の名称を示すもの）

・実施要綱第２の２（２）②に定める医療機関等から交付される出産費用の領収・

明細書（上記の代理契約の締結の有無に基づいて、実際に出産費用の支払に関す

る手続きが行われたことを示すもの）

また、被保険者等又はその被扶養者が海外で出産した場合には、直接支払制度を利

用することは考えられないが、健康保険法第106条に関する出産育児一時金等の重複

申請の可能性を排除できないため、下記の事項を記載した文書を添付することとする。

・申請先の保険者以外で申請することが可能な保険者（以下「他の保険者」という。）

には申請していない旨

・他の保険者に申請していないことについて、申請先の保険者が当該保険者に確認

することに同意する旨

・他の保険者の連絡先

２ 船員保険法施行規則（昭和15年厚生省令第５号）の一部改正（改正省令第２条関係）

上記１の改正に準じた改正を行うこと。また、請求書の記載事項について、手続の

簡素化を図る観点から見直しを行うこと。

３ 国民健康保険法施行規則（昭和33年厚生省令第53号）の一部改正（改正省令第３条

関係）

国民健康保険法（昭和33年法律第192号）第63条の２第１項又は第２項に基づき保

険者が行う保険給付の全部又は一部の差止めについては、平成21年10月１日から平成

23年３月31日までの間の出産に係る出産育児一時金以外の保険給付について行うもの

とすること。



保発０９３０第４号

平成２１年９月３０日

健康保険組合理事長 殿

厚生労働省保険局長

健康保険法施行規則等の一部を改正する省令の施行について

健康保険法施行規則等の一部を改正する省令（平成21年厚生労働省令第142号。以下「改

正省令」という。）が本日公布され、10月１日より施行することとされている。

この省令改正は、10月１日から実施を予定している出産育児一時金等の医療機関等への

直接支払制度（以下単に「直接支払制度」という。）の実施等に伴い、関係省令について

所要の措置を講じるものである。

改正の趣旨、具体的な内容は下記のとおりであるので、その運用にあたっては十分に留

意の上、遺憾なきを期されたい。なお、今回の取扱いについて、被保険者等に対し、周知

方特段の御配慮を願いたい。

記

第一 改正の趣旨

今般、緊急の少子化対策の一環として、被保険者等の経済的負担を軽減するために出

産育児一時金等の支給方法を見直し、直接支払制度を創設することとしたところである。

これに伴い、直接支払制度を利用したにもかかわらず、錯誤等の何らかの理由により、

同一又は他の保険者に対し従来の方法により出産育児一時金等の支給の申請を重複して

行うことが起こり得るようになり、また、以前より、健康保険法（大正11年法律第70号）

第106条等に関する出産育児一時金等の重複申請の可能性も指摘されているため、これ

らの事案を事前に防ぐ措置を講じる必要がある。

また、国民健康保険においては、保険料を滞納している被保険者についても出産育児

一時金の医療機関等への直接支払が確実に行われるようにするため、出産育児一時金に

ついては、その支払の一時差止を行わないこととする措置を講じる必要がある。

以上のことから、直接支払制度の運用開始等に伴い、本改正省令において健康保険法

施行規則（大正15年内務省令第36号）等について所要の規定の整備を行うものである。



第二 改正の具体的内容

１ 健康保険法施行規則の一部改正（改正省令第１条関係）

出産育児一時金等の重複申請を防ぐため、申請書の添付書類として、同一の出産に

ついて重複申請をしていないことを示す書類を追加すること。

なお、申請書に添付すべき「重複申請をしていないことを示す書類」としては、一

般的には、次の２種類の書類を合わせて添付することとする。

・「出産育児一時金等の医療機関等への直接支払制度の取扱いについて」（平成21年

５月29日保発第0529009号）別添「出産育児一時金等の医療機関等への直接支払

制度」実施要綱（以下単に「実施要綱」という。）第２の２の（１）に定める医

療機関等から交付される代理契約に関する文書（直接支払制度に係る医療機関と

の代理契約の締結の有無及び申請先となる保険者の名称を示すもの）

・実施要綱第２の２（２）②に定める医療機関等から交付される出産費用の領収・

明細書（上記の代理契約の締結の有無に基づいて、実際に出産費用の支払に関す

る手続きが行われたことを示すもの）

また、被保険者等又はその被扶養者が海外で出産した場合には、直接支払制度を利

用することは考えられないが、健康保険法第106条に関する出産育児一時金等の重複

申請の可能性を排除できないため、下記の事項を記載した文書を添付することとする。

・申請先の保険者以外で申請することが可能な保険者（以下「他の保険者」という。）

には申請していない旨

・他の保険者に申請していないことについて、申請先の保険者が当該保険者に確認

することに同意する旨

・他の保険者の連絡先

２ 船員保険法施行規則（昭和15年厚生省令第５号）の一部改正（改正省令第２条関係）

上記１の改正に準じた改正を行うこと。また、請求書の記載事項について、手続の

簡素化を図る観点から見直しを行うこと。

３ 国民健康保険法施行規則（昭和33年厚生省令第53号）の一部改正（改正省令第３条

関係）

国民健康保険法（昭和33年法律第192号）第63条の２第１項又は第２項に基づき保

険者が行う保険給付の全部又は一部の差止めについては、平成21年10月１日から平成

23年３月31日までの間の出産に係る出産育児一時金以外の保険給付について行うもの

とすること。
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る
と
こ
ろ
に
よ
り
算
定
し
た
額
は
、
計
算
期
間
（
同
項
第
一
号
に
規
定
す
る
計

る
と
こ
ろ
に
よ
り
算
定
し
た
額
は
、
計
算
期
間
（
同
項
第
一
号
に
規
定
す
る
計

算
期
間
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
お
い
て
、
基
準
日
被
保
険
者
（
同
項
第
一

算
期
間
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
お
い
て
、
基
準
日
被
保
険
者
（
同
項
第
一

号
に
規
定
す
る
基
準
日
被
保
険
者
を
い
う
。
第
百
九
条
の
十
に
お
い
て
同
じ
。

号
に
規
定
す
る
基
準
日
被
保
険
者
を
い
う
。
第
百
九
条
の
十
に
お
い
て
同
じ
。

）
又
は
基
準
日
被
扶
養
者
（
同
項
第
三
号
に
規
定
す
る
基
準
日
被
扶
養
者
を
い

）
又
は
基
準
日
被
扶
養
者
（
同
項
第
三
号
に
規
定
す
る
基
準
日
被
扶
養
者
を
い

う
。
第
百
九
条
の
十
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
該
当
す
る
次
の
表
の
第
一
欄
に
掲

う
。
第
百
九
条
の
十
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
該
当
す
る
次
の
表
の
第
一
欄
に
掲

げ
る
期
間
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
期
間
に
こ
れ
ら
の
者
が
受
け
た
療

げ
る
期
間
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
期
間
に
こ
れ
ら
の
者
が
受
け
た
療

養
又
は
そ
の
被
扶
養
者
等
（
同
項
第
五
号
に
規
定
す
る
被
扶
養
者
等
を
い
う
。

養
又
は
そ
の
被
扶
養
者
等
（
同
項
第
五
号
に
規
定
す
る
被
扶
養
者
等
を
い
う
。

以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
そ
の
被
扶
養
者
等
で
あ
っ
た
間
に
受
け
た

以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
そ
の
被
扶
養
者
等
で
あ
っ
た
間
に
受
け
た

療
養
に
係
る
同
表
の
第
二
欄
に
掲
げ
る
額
と
す
る
。

療
養
に
係
る
同
表
の
第
二
欄
に
掲
げ
る
額
と
す
る
。

第
一
欄

第
二
欄

第
一
欄

第
二
欄

一

（
略
）

（
略
）

一

（
略
）

（
略
）

二

船
員
保
険
の
被
保
険
者
（
国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
及
び
地
方
公

（
略
）

二

船
員
保
険
の
被
保
険
者
（
国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
（
昭
和
三
十

（
略
）

務
員
等
共
済
組
合
法
に
基
づ
く
共
済
組
合
の
組
合
員
を
除
く
。
第

三
年
法
律
第
百
二
十
八
号
）
及
び
地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
（

百
九
条
の
四
に
お
い
て
同
じ
。
）
で
あ
っ
た
期
間

昭
和
三
十
七
年
法
律
第
百
五
十
二
号
）
に
基
づ
く
共
済
組
合
の
組

合
員
を
除
く
。
第
百
九
条
の
四
に
お
い
て
同
じ
。
）
で
あ
っ
た
期

間

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

六

私
立
学
校
教
職
員
共
済
法
の
規
定
に
よ
る
私
立
学
校
教
職
員
共
済

（
略
）

六

私
立
学
校
教
職
員
共
済
法
（
昭
和
二
十
八
年
法
律
第
二
百
四
十
五

（
略
）

制
度
の
加
入
者
で
あ
っ
た
期
間

号
）
の
規
定
に
よ
る
私
立
学
校
教
職
員
共
済
制
度
の
加
入
者
で
あ

っ
た
期
間

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）
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◎

船
員
保
険
法
施
行
規
則
（
昭
和
十
五
年
厚
生
省
令
第
五
号
）

抄

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

案

現

行

第
四
十
七
条
ノ
五

被
保
険
者
又
ハ
被
保
険
者
タ
リ
シ
者
ハ
出
産
育
児
一
時
金
ノ

第
四
十
七
条
ノ
五

被
保
険
者
又
ハ
被
保
険
者
タ
リ
シ
者
ハ
出
産
育
児
一
時
金
ノ

支
給
ヲ
受
ケ
ン
ト
ス
ル
ト
キ
ハ
次
ニ
掲
グ
ル
事
項
ヲ
記
載
シ
タ
ル
請
求
書
ヲ
地

支
給
ヲ
受
ケ
ン
ト
ス
ル
ト
キ
ハ
次
ニ
掲
グ
ル
事
項
ヲ
記
載
シ
タ
ル
請
求
書
ヲ
地

方
社
会
保
険
事
務
局
長
等
ニ
提
出
ス
ベ
シ

方
社
会
保
険
事
務
局
長
等
ニ
提
出
ス
ベ
シ

一

被
保
険
者
証
ノ
記
号
番
号

一

被
保
険
者
証
ノ
記
号
番
号
、
氏
名
、
生
年
月
日
及
住
所

二

船
舶
所
有
者
ノ
氏
名
及
住
所

二

分
娩
ノ
年
月
日

三

分
娩
ノ
年
月
日

三

死
産
ナ
ル
ト
キ
ハ
其
ノ
旨

四

死
産
ナ
ル
ト
キ
ハ
其
ノ
旨

五

被
保
険
者
タ
リ
シ
者
ニ
在
リ
テ
ハ
被
保
険
者
ノ
資
格
ヲ
喪
失
シ
タ
ル
日
（

法
第
十
九
条
ノ
三
ノ
規
定
ニ
依
ル
被
保
険
者
ノ
資
格
ヲ
喪
失
シ
タ
ル
者
ニ
在

リ
テ
ハ
其
ノ
資
格
ヲ
取
得
シ
タ
ル
日
）
前
ニ
於
ケ
ル
法
第
十
七
条
ノ
規
定
ニ

依
ル
被
保
険
者
タ
リ
シ
期
間
ガ
其
ノ
日
前
一
年
間
ニ
於
テ
三
月
以
上
又
ハ
其

ノ
日
前
三
年
間
ニ
於
テ
一
年
以
上
ア
ル
場
合
ニ
於
テ
ハ
当
該
被
保
険
者
タ
リ

シ
期
間
ニ
係
ル
船
舶
所
有
者
ノ
氏
名
及
住
所
並
ニ
当
該
被
保
険
者
タ
リ
シ
期

間
ノ
始
期
及
終
期

②

前
項
ノ
請
求
書
ニ
ハ
次
ニ
掲
グ
ル
書
類
ヲ
添
附
ス
ベ
シ

②

前
項
ノ
請
求
書
ニ
ハ
医
師
若
ハ
助
産
師
ニ
於
テ
分
娩
ノ
事
実
ヲ
証
明
ス
ル
書

類
又
ハ
市
町
村
長
（
都
ノ
区
ノ
存
ス
ル
区
域
及
地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年

法
律
第
六
十
七
号
）
第
二
百
五
十
二
条
ノ
十
九
第
一
項
ノ
指
定
都
市
ニ
在
リ
テ

ハ
区
長
ト
ス
第
八
十
二
条
ノ
十
五
及
第
八
十
二
条
ノ
十
七
ヲ
除
キ
以
下
同
ジ
）

ニ
於
テ
出
生
ニ
関
シ
戸
籍
ニ
記
載
シ
タ
ル
事
項
若
ハ
出
生
ノ
届
出
ニ
係
ル
届
書

ニ
記
載
シ
タ
ル
事
項
ヲ
証
明
ス
ル
書
類
ヲ
添
附
ス
ベ
シ

一

医
師
若
ハ
助
産
師
ニ
於
テ
分
娩
ノ
事
実
ヲ
証
明
ス
ル
書
類
又
ハ
市
町
村
長

（
都
ノ
区
ノ
存
ス
ル
区
域
及
地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七

号
）
第
二
百
五
十
二
条
ノ
十
九
第
一
項
ノ
指
定
都
市
ニ
在
リ
テ
ハ
区
長
ト
ス

第
八
十
二
条
ノ
十
五
及
第
八
十
二
条
ノ
十
七
ヲ
除
キ
以
下
同
ジ
）
ニ
於
テ
出
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生
ニ
関
シ
戸
籍
ニ
記
載
シ
タ
ル
事
項
若
ハ
出
生
ノ
届
出
ニ
係
ル
届
書
ニ
記
載

シ
タ
ル
事
項
ヲ
証
明
ス
ル
書
類

二

同
一
ノ
分
娩
ニ
付
出
産
育
児
一
時
金
（
法
、
健
康
保
険
法
、
国
民
健
康
保

険
法
（
昭
和
三
十
三
年
法
律
第
百
九
十
二
号
）
、
国
家
公
務
員
共
済
組
合
法

、
地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
及
私
立
学
校
教
職
員
共
済
法
ノ
規
定
ニ
依
ル

之
ニ
相
当
ス
ル
給
付
ヲ
含
ム
）
ノ
支
給
ヲ
別
途
申
請
セ
ザ
リ
シ
コ
ト
ヲ
示
ス

書
類

③
・
④

（
略
）

③
・
④

（
略
）

第
四
十
八
条

被
保
険
者
又
ハ
被
保
険
者
タ
リ
シ
者
ハ
家
族
出
産
育
児
一
時
金
ノ

第
四
十
八
条

被
保
険
者
又
ハ
被
保
険
者
タ
リ
シ
者
ハ
家
族
出
産
育
児
一
時
金
ノ

支
給
ヲ
受
ケ
ン
ト
ス
ル
ト
キ
ハ
次
ニ
掲
グ
ル
事
項
ヲ
記
載
シ
タ
ル
請
求
書
ヲ
地

支
給
ヲ
受
ケ
ン
ト
ス
ル
ト
キ
ハ
次
ニ
掲
グ
ル
事
項
ヲ
記
載
シ
タ
ル
請
求
書
ヲ
地

方
社
会
保
険
事
務
局
長
等
ニ
提
出
ス
ベ
シ

方
社
会
保
険
事
務
局
長
等
ニ
提
出
ス
ベ
シ

一

被
保
険
者
証
ノ
記
号
番
号

一

被
保
険
者
証
ノ
記
号
番
号
、
氏
名
、
生
年
月
日
及
住
所

二

船
舶
所
有
者
ノ
氏
名
及
住
所

二

分
娩
ノ
年
月
日

三

分
娩
ノ
年
月
日

三

死
産
ナ
ル
ト
キ
ハ
其
ノ
旨

四

分
娩
シ
タ
ル
被
扶
養
者
ノ
氏
名
及
生
年
月
日

②

前
項
ノ
請
求
書
ニ
ハ
次
ニ
掲
グ
ル
書
類
ヲ
添
附
ス
ベ
シ

②

前
項
ノ
請
求
書
ニ
ハ
医
師
若
ハ
助
産
師
ニ
於
テ
分
娩
ノ
事
実
ヲ
証
明
ス
ル
書

類
又
ハ
市
町
村
長
ニ
於
テ
出
生
ニ
関
シ
戸
籍
ニ
記
載
シ
タ
ル
事
項
若
ハ
出
生
ノ

届
出
ニ
係
ル
届
書
ニ
記
載
シ
タ
ル
事
項
ヲ
証
明
ス
ル
書
類
ヲ
添
付
ス
ベ
シ

一

医
師
若
ハ
助
産
師
ニ
於
テ
分
娩
ノ
事
実
ヲ
証
明
ス
ル
書
類
又
ハ
市
町
村
長

ニ
於
テ
出
生
ニ
関
シ
戸
籍
ニ
記
載
シ
タ
ル
事
項
若
ハ
出
生
ノ
届
出
ニ
係
ル
届

書
ニ
記
載
シ
タ
ル
事
項
ヲ
証
明
ス
ル
書
類

二

同
一
ノ
分
娩
ニ
付
家
族
出
産
育
児
一
時
金
（
法
、
健
康
保
険
法
、
国
民
健

康
保
険
法
、
国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
、
地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
及
私

立
学
校
教
職
員
共
済
法
ノ
規
定
ニ
依
ル
之
ニ
相
当
ス
ル
給
付
ヲ
含
ム
）
ノ
支

給
ヲ
別
途
申
請
セ
ザ
リ
シ
コ
ト
ヲ
示
ス
書
類

③
・
④

（
略
）

③
・
④

（
略
）
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◎

国
民
健
康
保
険
法
施
行
規
則
（
昭
和
三
十
三
年
厚
生
省
令
第
五
十
三
号
）

抄

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

案

現

行

附

則

（
保
険
給
付
の
支
払
の
差
止
め
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
十
条

法
第
六
十
三
条
の
二
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
保
険
者
が
行

う
保
険
給
付
の
全
部
又
は
一
部
の
支
払
の
一
時
差
止
は
、
被
保
険
者
が
平
成
二

十
一
年
十
月
一
日
か
ら
平
成
二
十
三
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
出
産
し
た

と
き
に
支
給
す
る
出
産
育
児
一
時
金
以
外
の
保
険
給
付
に
つ
い
て
行
う
も
の
と

す
る
。
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